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｢現状変更｣と ｢保存に影響を及ぼす行為｣の制限
重要文化財の所有者等は､ 重要文化財の現状を変更したり､ 建造物の保存に影響を及ばす行為をしょうとする際は、

文化庁長官の許可を受けなければなりません j 去第43条卜

許可が必要な現状変更は、 1) 保存修埋に伴う復原的行為､ 2) 保存管理上の

行為､ 3)活用のための行為があります。

１)保存修理に伴う復原的行為
保存修理にともない､ 文化財建造物を建立

当初の姿､あるいは改変さ れた後のある時

期の姿に復原することがあります。どのよ

うな復原方針と するかは､文化財的な価値、

保存上の理由､ 復原の根拠などから総合的

に判断する必要があります、

2 ) 保存管理上の行為

保存管理上の措置には､地上

げや移築､ 構造補強などがあ

げられます。 構造補強は、本

来の構造形式や意匠全体の変

更に関わる場合や恒久的な補

強を行う場合に､現状変更の

許可を要します。

３)活用のための行為
活用のために必要な現状変更

をどこまで許容するかは､ 建

造物の特性や､文化財的な価

値の所在などを考慮し､ 個別

に判断されます。
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以下の｢維持の措置の範囲｣の行為については、許可申講の必要はありま

せん (ただし修理届は必要です)。

①維持修理　 文化財がき損しているときに 同材種､ 同技法による原状へ

の回復。→たとえぱ､ 屋根の葺替､障子の張替､床板､壁材の取替など。

②応急修理　 き損や災害などに伴う応急的な修理。一たとえば壁が脱落

した際の板張り養生など。

｢保存に彫響を及ぽす行為｣とは､物件

の形状に直接的物理的変化を生ずる

ものではないが､材貿などに化学変化

を起こ し ､ 又は経年変化を促進させる

な ど保存上何らかの影響を与える行

為を指します。 このうち 、許可を受け

る必要がある行為と しては､ 以下のよ

うな例が面ります。

・ 建造物隣接地又は直下における大

規模な掘削

・ その建造物が本来想定していない重

・ 物の搬入

保存に彫響を及ぽす行為のうち､文化

財を損ねるおそれがなく 、その彫響が

軽微なものについては許可を受ける

必要はありません。その行為としては、

以下のような例があります。

・ 居住施設である文化財の内部で日

常的に火気を便用する場合

・ イベント等の一時的な催しのため、

文化財の内部や隣接地に仮設物を

設ける堀合

・ 避雷針や火災報知設備などの設・

・ 仮設的な建具などの設置

・ 建造物の内部に､奮備員の詰所や売

店等のブースを仮設する場合

・ 電気、給排水、衛生、空調などの設

備を更新したり、設置する場合

・ 手摺りやスロープなどを設置する場

合
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修理届

修理の終了

聘状変更又は保存に彩響を及ぼす行為

現状変更等の終了

所有者の変更

管理責任者(※２)の選任･解任

ｌ 理責任者の変更
- - - - - - - - - - 一 一 - 一

所有者又は管理責旺者の氏名･名称･住所の変更
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所在の変更

国宝の指定書の交付を受けた場合の重要文化財の指定書の返Ｍ
_ ＿ _ _ _ . .　　 ＿ _ _ _ .

指定の解除の場合の指定書の返付

有償譲渡

所有者等以外の者による公開

l ･1　 所苓者 ．管理責i i 考又; j 管理団l j¶ヽ　 ･む2　 特別な率哺かあると きaこ所有者ｒ .代才に , て管埋Ｔ る貴任者

重要文化財に係る助成措置

税制優遇

哺助

その他

略刄所得の非諌税

譲渡所得の特別控除等

相統税の軽減

地価税の非課税
(埴価観li . 甲砥IO年度以μ誼税伊止)

固定資産税、
特別土地保有税、
都市計画悦の非課税

修理

防災 ･環境保全

管理費

指定寄付金

低利融賢

●個人が錐要文化財と して指定された建造物 (土地を除く ) を国 ・地方公　　 非課税
共団体．独立行政法人国立博物館･国立美術館･国立科学博物館に譲溥し
た碍合は非課税となる．

●ｌ 人または法人が重要文化財として指定された土地を国 ･地方公共団
体、独立行政法人国立博物館、国立科学博物館に譲渡した場合に２(⊃ＯＯ
万円の特別控除または損金算入が肥められる。

●重要文化財と して指定されている建遁物及びその敵地の相続税につい
て財浬評価額を軽減する．

●¶ 曹文化財に係る一定の土地等については、地価税が課さ ｎ ない．

2 ０００万円の特別控
節 (所得税) 、２０００
万円の損金算入(法
人税)

財産肝価額の
70 / １００を控除

非課税

●■要文化財として指定された宗屋も しく はその敷地については、固定資　　
非課税

厘税､笥別土地保有税､都市肝画税が課されない、

●逗要文化財の修理につき多額の膠費を妥し､ 所有唇又は管理団体がそ
の負廻に堪えない場合その他特別の事情がある場合には、国が補助金を

交付することかできる。

●塑襄文化財の防災施設整俑､環塊保全事業について､所有者又は沓理
団体に対し､ Ｓ が補助金を交付することができる。

●塑要文化財の維持管理の万全を期するために､ 所有考又は管理団体が
行う事業に対し．地方公共団体がその経費を哺助する事贋又は地方公共
団体が自ら行う事築について．国が袴助金を交付することができる．

●個人又は法人が､国指定又化財を所有又は管理1r る公益法人 (宗敦法人

を含む｡)が行う国指定又化財の保腰のために行う修理 ･防災施設の殴置等
の事奥に靉する費用に充てるための寄付をしようとする場合､財務大臣個
別指疋により寄付金控除(所樗税) ･全額損金算入(法人税)が認められる。

●歴史的建造物の活用･整俑事業に対して日本政策投資銀行から低利で
融資を受けられる (対象に制限あり) 。

柵助対象経費の
５０～８ ５％

補助対象鰹賢の
5 0 ～8 5 ％

補助対象経賢の
1/２

全頷禰金算入

(法人税) １万円以上

～所得金額の2 5％
まて(所綿税)

政策金利
触資比率3 0 ％


